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1 はじめに 

本研究調査は、デジタル環境における「媒介業者（intermediaries）」の役割について、著作権及び文化政

策の観点から検討を行うものである。当初の研究計画においては、「媒介業者」とは、一義的には Google や

Yahoo などのインターネットサービスプロバイダー（ISP）を指すとしていた。しかし、近時の技術革新の

進展（例えば、クラウドコンピューティング）に伴い、様々な形態のサービスを提供する媒介業者が登場す

るに至っている。従って、本研究調査においては、創作者と利用者の間を媒介する機能を果たす主体に広く

注目し、考察の対象に含めることとした。 
近時の傾向として、一方において、ここ数年大きな議論を巻き起こしている Google Books 事件に典型的

に現れている通り、従来は単に「メディア」として機能してきた媒介業者がアーカイブ機能を手に入れつつ

あり、従来からのアーカイブである図書館や博物館，美術館等（以下，媒介業者と区別する意味で「媒介機

関」と呼ぶ）と競争関係に立ちつつある。他方において、本研究においても主要な課題として取り上げた「電

子出版」をめぐる議論においては、国立国会図書館を含めた公共図書館の蔵書デジタル化が、出版業界から

警戒感をもって迎えられるなど、媒介機関の側が媒介業者と競合するのではないかという見方も現れるなど、

議論は複雑化の様相を呈している。 
本研究調査においては、そのような問題状況に鑑み、デジタル環境における媒介業者の果たすべき役割に

ついて、多面的かつ包括的な考察を試みた。 

2 デジタル環境における媒介業者の役割について 

2-1 はじめに 
本研究調査においては、デジタル環境における「媒介業者」の役割について著作権や文化政策の観点から

検討を行った。デジタル環境において媒介業者の果たす役割は格段に増している。検索エンジンは現代社会

の不可欠なツールと化し、さらに近時の Google Books が示すように、媒介業者はデジタルコンテンツの格

納庫（アーカイブ）としての機能をも果たしつつある。従来の著作権法は、創作者に権利を付与するという

大前提の下、主に「創作者 vs 利用者」の構図で議論が展開されてきたが、権利保護と情報へのアクセスや利

用という観点から、媒介業者の社会における地位は飛躍的に高まり、その適切な位置づけという喫緊の課題

に直面している。研究計画を立てた当初は、「媒介業者」とは、一義的には Google や Yahoo などのインター

ネットサービスプロバイダー（ISP）を指すとしていたが、現在においては、様々なサービスを提供する媒

介業者が登場するに至っている。 
媒介業者の問題を考えるに当たって、とりわけ近時の Google Books 問題は大きな影響をもたらした。そ

れは、以下の 2 点に集約できよう。 
第 1 に、著作権との関連である。利用前に権利者の許諾を取るべきとする「許諾権」中心主義の功罪がこ

こに表れている。また、ウェブサイト上に情報がアップされれば、技術的にアクセスをブロックしない限り

世界中での著作権侵害問題が引き起こされ、国際裁判管轄や準拠法等の国際私法の問題と交錯する。 
第 2 に、文化政策との関連である。Google Books は、「メディア」としての媒介業者がアーカイブ機能を

手に入れつつあることを示した。従来からのアーカイブである図書館や博物館、美術館等（以下、媒介業者

との区別と意味で、「媒介機関」）の役割が、それを助成する国家との関係も含め問い直されつつある。 
「著作権制度」と「国家による文化芸術助成」は、文化芸術関係者の経済基盤安定化及び文化的表現の多

様性確保という文化政策を達成する上で密接に関わる。本研究調査はこの 2 つの視点を統合し、媒介機関と

の対抗関係を基軸に、デジタル環境における媒介業者の位置づけについて理論的視座の獲得を目指した。 
このように、本研究調査は、デジタル環境における「媒介業者」の役割について、著作権や文化政策の観

点から検討を行うものである。この課題に取り組むに当たって、本研究においては、いわゆる「クリエイテ
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ィブ産業（クリエイティブ経済）」を参照することとした。そして、個別のクリエイティブ産業において媒介

業者が果たす役割を突き止めるために当たっては、著作権の保護期間という法制度に注目するとともに、現

代アートと電子出版を素材として取り上げることとした。 
2-2 著作権の保護期間延長について 
著作権の保護期間については、1990 年代から 2000 年代初頭にかけて、欧米を中心に相当数の国において

著作者の死後 70 年への延長がなされたほか、欧州では現在、著作隣接権の保護期間延長が大きな議論の的

となっている。一般的には、著作権の保護期間延長は大規模文化産業を利するだけであり、好ましくないと

する論調が大勢を占めると思われるが、議論はそのように単純化されてよいものではない。確かに著作権法

は、価値中立的に「著作物」を保護する法律であるかのように見えるが、著作権法に基づいて投下資本を回

収しようと思えば、平準化された品質を有する大量の著作物が、マスマーケットに置いて消費されることが

求められ、例えば一品制作の著作物には、この理が当てはまらないことに気づく。 
また著作権を取り巻く利害関係者には、様々な創作者、媒介者及び利用者がおり、それらの利害関係は複

雑に錯綜している。そこでは、利害関係者が有する様々な利害を精緻に分析することが求められる。検討の

結果、一般的には著作権の保護期間延長は、多くの創作者の作品を抱え、その流通に関わっている媒介者（出

版者、レコードレーベル、映画産業）に対して正の効果を有するのではないか、ということが明らかとなっ

た。この結果は、多くの体系書や教科書において説かれている、知的財産法が「創作」に対するインセンテ

ィブであるという説明といかなる関係に立つのかということについて、さらなる理論的考察を要するもので

ある。 
 また、文化多様性という目標を達成するための文化政策達成手段には、著作権制度の他、文化芸術助成

という国家による直接的補助金、私的なフィランソロピー（寄附）と（場合によってはそれに対する税制優

遇制度）など、複数の手段がありうることから、個々の制度の持つ長所及び短所を踏まえた上で、それをい

かに組み合わせるべきなのかという視点からの考察が不可欠である。拙稿では、その作業を行う上での見取

り図を示すことに務めた。この作業は、2011 年度における「クリエイティブ産業」の分析に生かされること

となる。 
2-3 現代アートについて 
また、本研究においては、媒介業者の役割を検討するに当たって、「現代アートと著作権」を素材に据えた。

現代アートは、近代的な芸術概念からの逸脱を伴うものであり、その全てを著作権制度でカバーすることに

は困難を覚えるものも多い。しかし、実際には、現代アートの相当数のものは高値で取引されており、現代

アートについての市場は成立している。仮に、著作権制度が現代アートに関係する利害関係者をエンパワー

できていないとするのであれば、いかなる前提条件の下で市場が成立しているのか、そこで重要な役割を果

たしている利害関係者は何か、そして、そこでの媒介業者の役割として何が期待されているのかといった点

が明らかにならなければならない。本研究では、それらの問題点を解明することを目指した。 
また、現代アートにおいては、媒介機関としての博物館及び美術館の枠を超えて、「オルタナティブ・スペ

ース」としての、いわゆる「アート・プロジェクト」の重要性が増しつつある。そこでは、博物館及び美術

館が現代社会において果たすべき役割についても併せて検討がなされなければならない。そこでは、博物館

及び美術館が「街づくり」について果たす役割等、文化政策が及ぼす外部性について目配りしておくことが

求められる。 
2-4 電子出版について 
本研究においては、媒介業者の役割を検討するために、「クリエイティヴ産業」についての考察を進めた。

クリエイティヴ産業には、多種多様な業種が含まれ、その中で媒介者が果たす役割についても様々なヴァリ

エーションが見られることから、本研究に有意義だと考えたからである。しかしながら、気をつけないとい

けないのは、領域が拡散してしまい、収拾が付かなくなってしまうことである。従って、幅広い分野を射程

に収めながらも、本研究調査に有益な業種を見定め、その検討を通して知見を獲得する必要性を感じた。 
そこで、本研究では、「電子出版」を中核に据えた考察を行った。電子出版は、クリエイティブ産業の中で

も大きな重要性を占めるとともに、公共図書館という媒介機関との関係も視野に入れた検討が求められるな

ど、本研究の対象として格好の素材であると考えるからである。方法論としては、伝統的な紙媒体の出版と

電子出版の流通構造を比較するべく、出版者の役割に注目した。その結果、電子出版においては、配信を行

うプラットフォームが重要性を増しつつあることが明らかとなった。出版者が伝統的に果たしてきた「プロ

デューサー」的機能が、今後いかなる変容を遂げるのかということが注目される。 
また、今後、公共図書館が電子配信を行う可能性が高まりつつあるが、それが実現すると、出版業界にと

っては大きな「競争相手」が出現することとなる。場合によっては、公共図書館による電子書籍の配信とい
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う仕組みを構築するに当たっては、出版業界に一種の「補償金」を支払うようなメカニズムを構築すること

も一案として考えられる（類似の枠組みとしては、著作権法における、いわゆる「私的録音録画補償金」の

制度などが存在している）。この問題は、社会において発生する費用負担について、いかなる法制度設計を行

うのかという問題の一断面ということができる。この問題については、環境税やロードプライシング（道路

課金）などの分野において議論が蓄積しており、それらの議論を参照することが有益であろう。 
2-5 国際的なコンテクストにおける媒介業者の法的規整について 
本研究においては、媒介業者の法的規整について検討を行ったが、グローバル化が進展する現代社会にお

いては、その活動が一国の枠に留まることはむしろ珍しい。とりわけサイバースペースにおいて活動する媒

介業者の規整を考えるに当たっては、準拠法選択なども関連して、複数国に跨る利益衡量を行う必要がある。

そこにおいては必然的に、複数国の法秩序における基本的価値を比較衡量する必要が生じる。この問題は、

国際的な憲法秩序や公法秩序という問題に踏み込まざるを得ない。 
その意味で、伝統的な国際私法における方法論にも限界があるのではないかと考えており、国家の関与が

高い領域（その多くは、環境法や消費者保護法など、公法と私法の中間に位置づけられる）における議論を

参照しながら、何らかの理論的枠組を構築することが喫緊の課題である。しかし、この問題については、公

法学においても、研究は賭に着いたばかりである。「ネットワーク・ガバナンス」といった方法論を参考にし

つつ、研究手法を精緻化する必要性を感じている。 

3 結語 

本研究においては、デジタル環境における「媒介業者」の役割について、著作権及び文化政策の観点から

検討を行った。上述の検討を通して、媒介業者がクリエイティブ産業においていかなるインセンティブを有

するのかということを明らかにするとともに、著作権法をはじめとする知的財産法制度が、いかなる利害関

係者に対して、いかなる場合において、いかなる形での支援を行うことができるのかということを明らかに

するように努めた。また、電子出版における考察を通じて、公共図書館といった媒介機関が果たすべき役割

についても、それが媒介業者の活動を阻害することなく共存するとともに、民主主義社会における基盤とし

ての機能を果たしうるのかということについても検討した。 
検討の結果として明らかになったことは、知的財産法といった、閉じた個別の法領域における考察にとど

まるのではなく、文化政策やネットワーク分析などの手法を用いつつ、学際的に開かれた形での検討がなさ

れるべきだということである。今後も、本研究で得られた知見をベースに、文化的表現の多様化を図るため

の法制度のあり方はいかにあるべきなのか、という研究関心を深めて参りたい。 
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